
代 表 取 締 役　山下　高志

(単位：円)

流 動 資 産 565,567,057 流 動 負 債 1,512,817,475

26,646,107 1,215,655,895

282,336,578 29,023,371

430,151 112,122,843

214,796,857 57,961,029

1,858,843 11,889,400

11,633,588 1,706,100

14,146,909 3,004,048

3,476,525 50,926,519

10,502,060 27,223,000

△ 260,561 3,305,270

固 定 資 産 1,646,186,774 固 定 負 債 120,979,618

有形固定資産 1,414,632,386 9,318,000

538,941,522 42,114,720

22,354,140 12,136,100

3,414,697 33,745,300

217,706,670 18,665,498

10,303,614 5,000,000

546,609,428 負 債 合 計 1,633,797,093

64,929,115

10,373,200 株 主 資 本 543,444,177

資本金 100,000,000

無形固定資産 9,698,283 資本剰余金 315,132,727

8,822,586 106,132,727

875,697 209,000,000

利益剰余金 128,311,450

投資その他の資産 221,856,105 128,311,450

125,406,365 繰 越 利 益 剰 余 金 128,311,450

61,118,790 評価・換算差額等 34,512,561

40,730,953 その他有価証券評価差額金 34,512,561

△ 5,400,003 純 資 産 合 計 577,956,738

2,211,753,831 2,211,753,831

その他の無形固定資産

貸 倒 引 当 金

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

そ の 他 の 投 資 等

資   産   合   計 負 債 純 資 産 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

ソ フ ト ウ ェ ア 資 本 準 備 金

構 築 物

預 り 保 証 金

退 職 給 付 引 当 金

建 設 仮 勘 定

機 械 装 置

繰 延 税 金 負 債車 両 運 搬 具

土 地

リ ー ス 資 産 純　　資　　産　　の　　部

そ の 他 の 固 定 負 債器 具 備 品

建 物 リ ー ス 債 務

そ の 他 の 流 動 資 産 賞 与 引 当 金

貸 倒 引 当 金 そ の 他 の 流 動 負 債

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

現 金 及 び 預 金 短 期 借 入 金

長 期 借 入 金

　

売 掛 金 リ ー ス 債 務

未 収 金 未 払 金

短 期 貸 付 金 未 払 費 用

商 品 未 払 消 費 税

貯 蔵 品 未 払 法 人 税 等

前 払 費 用 預 り 金

未 収 収 益 契 約 負 債
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貸 借 対 照 表



重要な会計方針

１.棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品･･････････････････････総平均法による原価法

　　　　　　　 　　　　　　　　　　（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２.有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式････移動平均法による原価法

その他有価証券

　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　 価は移動平均法により算定）市場価格がない株式以外のもの･･時価法

     (評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

      移動平均法により算定)

市場価格がない株式････移動平均法による原価法

３.有形固定資産の減価償却方法・・・・・・定率法

ただし車両運搬具及び１９９８年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く）並びに

２０１６年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

取得価格が10万円以上20万円未満の減価償却資産については、３年間で均等償却する

方法を採用しております。

４.無形固定資産の減価償却方法･･････定額法

自社で使用しているソフトウェアについては利用可能期間（５年）に基づいて償却

しております。

５.リース資産の減価償却方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間

を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

個別注記表



６.引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

　　　貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

　　　見込額を計上しております。

(2)賞与引当金

　　　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額基準により算出した額

　　　を計上しております。

(3)退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき

　　　計上しております。

会計方針の変更に関する注記

　 従来、車両運搬具の減価償却方法は定率法を採用しておりましたが、当事業年度より

定額法に変更しております。

当社における車両運搬具の使用実態を検討した結果、長期間にわたり安定的に稼働

しており、次世代車両への更新サイクルも一定であることから、定額法を採用することが

費用配分としてより適切であると判断したためです。

この変更により従来の方法によった場合と比較して、当事業年度の営業利益、経常利益、

税引前当期純利益及び当期純利益は、それぞれ 18,948千円 増加しております。



貸借対照表の注記

１.担保に供している資産の額

土 地 千円

建 物 千円

合 計 千円

２.担保に対する債務の額 千円

３.有形固定資産の減価償却累計額

建 物 807,363 千円

構 築 物 358,585 千円

機 械 装 置 95,760 千円

車 両 運 搬 具 957,122 千円

器 具 備 品 78,323 千円

リ ー ス 資 産 193,883 千円

合 計 千円

４.関係会社に対する債権・債務

　　　　短期金銭債権 千円

　　　　短期金銭債務 千円

71,050

133,374

204,424

17,322

2,491,036

217,659

16,957



関連当事者との取引に関する注記

１株当たり情報に関する注記

１.　１株当たり純資産額 93 円52 銭

２.　１株当たり当期純損益 19 円55 銭

重要な後発事象に関する注記

特記すべき事項はありません。

当期純損益金額

　

当期純利益 円

親会社
名鉄ｸﾞﾙｰﾌﾟﾊﾞｽ
ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱

被所有53.9％ 資金の借入 借入金

17,695 未収収益

120,842,436

子会社 東鉄アシスト㈱ 所有100％ 不動産の賃貸 家賃･広告料

属　性
会社等の

名称

議決権等
の

所有割合

関連当事
者

との関係
取引の内容

取引金額
(千円)

科　目
期末残高
(千円)

304

1,150,000 短期借入金 1,150,000


